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	高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領
第１　「略」
「削除」




第２　事業計画の作成
１　事業計画書	
　　（１）事業計画書	
　　　　県要綱別表第１に定める事業区分のうち、１から３の事業を実施しようとする補助事業者の長は、別記第１号様式による高知県高性能林業機械等整備事業計画書（以下「事業計画書」という。）を、所長を経由して知事に提出しなければならない。
　　　なお、県要綱別表第１の事業区分のうち１、２の補助事業者の長は、事業主体と十分な調整を図り、事業の利害関係者並びに受益範囲の林業関係団体及び関係行政機関等の意見を聴取したうえで提出するものとする。
　　　　また、県要綱別表第１の事業区分のうち１の事業の場合は、①及び②の資料を、２及び３の事業の場合は②のうちオ以外の資料を添付のうえ提出するものとする。	
　　　①費用対効果分析報告書（別記第２号様式）	
　　　②共通基礎資料	
　　　　ア　事業費の積算基礎（設計書、カタログ、見積書等）	
　　　　イ　事業主体の規約（定款）	
　　　　ウ　施設等の管理運営規程	
　　　　エ　機種選定の基礎、理由（特定機種を導入する場合）	
　　　　オ　費用対効果分析報告書の基礎（収支・利用・生産計画、原価計算を含むこと。
　　　　カ　収支及び利用の実績（財務諸表（貸借対照表、損益計算書等）を含む決算報告書等）	
　　　　キ　アからキまでに揚げるもののほか、必要な資料	
　　（２）～（３）　【略】
２　【略】
第３　実施設計
１～３　【略】
第４　事業の実施
１～３　【略】
４　市町村以外の事業主体が締結する契約（新規参入者への導入等支援）
【略】
　 （１）入札及び契約	
入札及び契約にあたっては競争性公平性を確保して実施する事とし、第４の２の（１）から（３）を参考に実施すること。なお、次のアからキまでに該当する場合には２人以上のものから見積書を徴収し、随意契約により契約できるものとする。ただし、計画額が３０万円を超えないときは単独の見積もりでも可とする。
　　ア～キ　【略】
５　事業主体が締結した契約書の提出	
　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、事業主体の長は、契約を締結したときは遅滞なく入札・見積記録（別記第５－２号様式）を作成し、請負等契約書の写しを添えて補助事業者の長に提出するものとする。
６～９　【略】
第５　補助事業者及び県の事業実施上の指導監督と検査
１　【略】
２　検　査
（１）　【略】
（２）検査方法	
　　　補助事業者の長又は所長から命じられた検査員は、第５の９の(1) の報告書類等に基づき、事業の成果物、経理事務の状況、補助事業に係る規定に基づく事務手続き等について検査を行い、県要綱別表第１の事業区分１、２及び３の事業については検査内容一覧表（別記第10号様式）を作成するものとする。	
（３）手戻り工事の負担額
　　　工事の完成前（施行中）に、一度実施した工事が天災その他の不可抗力により被災し、再度工事を実施する時の、その被害額のうち事業主体の負担となる額については、「林道施設災害復旧事業取扱要領（昭和34年７月30日付け34林野指第5683号林野庁長官通達）」５の（３）に準じるものとする。
第６　利用効果	
[bookmark: _GoBack]　１　達成状況調査報告	
　　　（１）定期報告	
　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１、２及び３の事業の場合は、補助事業者の長は、事業を実施した年度から目標年度における計画の達成状況を調査し、達成状況調査報告書（別記第11号様式）により、その結果を所長に報告するものとする。報告を受けた所長は、所定の様式により当該結果の分析・評価を行うとともに事業の課題及び今後の対応等を整理して、各調査年度の翌年度の指定の期日までに知事に報告するものとする。
①　林業・木材産業循環成長対策交付金に係るもの　　･･･7月末日
　　②　合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策交付金に係るもの･･･5月末日
③　県要綱別表第１の事業区分のうち３の事業に係るもの　･･･5月末日
　　　（２）　【略】
２　利用効果調査（目標年度経過後の調査）　【略】

【削除】



３　【略】
４　施設等の利用及び経営の改善	
　　（１）事業主体の利用効果の達成	
　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、事業実施主体の長は、整備した施設のうち事業計画において個々に設定した指標の目標値の達成状況が次のとおり低調である場合は、中小企業診断士（中小企業支援法（昭和38年法律第147号）第11条第１項の規定による登録を受けた者をいう。）等による経営指導並びに達成状況が低調な要因、推進体制及び施設の利用計画の見直し等目標の達成に向けた方策を内容とする改善計画を作成（以下、このことを「改善措置｣という。）し達成状況調査報告書にあわせて提出しなければならない。
　　　　ただし、自然災害や社会的・経済的事情の著しい変化等、事業実施主体の責に帰することの出来ない予測不能な事態によるものを除く。	
　　　①目標年度までの期間において、目標値の達成率が単年度で50ﾊﾟｰｾﾝﾄ未満の場合
　　　②目標年度までの期間において、目標値の達成率が3年間連続して70ﾊﾟｰｾﾝﾄ未満の場合
　　　③目標年度において目標値の達成率が70ﾊﾟｰｾﾝﾄ未満である場合
　　（２）補助事業者及び県の経営管理指導	
　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、補助事業者及び県は、事業主体の長からの報告等により施設の利用状況及び収支状況を把握し、適切かつ具体的な経営指導及び助言等を行うものとする。
　　　　また、県要綱別表第１の事業区分のうち３の事業の場合は、県は、事業主体の長からの報告等により施設の利用状況及び雇用状況を把握し、適切かつ具体的な経営指導及び助言等を行うものとする。
　　　  なお、改善措置等を実施してもなお、目標の達成率が50ﾊﾟｰｾﾝﾄ未満となった場合には、事業の中止又は条件を付した事業の継続等の検討を行うものとする。
　　　　検討の結果、必要に応じて、事業の継続についての合理的な理由の有無につき審査し、理由がないと認められるときは、事業実施主体に対して補助金の全部又は一部の返還を求めることができるものとする。
　　（３）　【略】
第７　施設の管理運営
１～５　【略】
第８　【略】

附　　則	
　１　この要領は、平成30年４月５日から施行する。	
　２　この要領は、令和７年５月31日限りその効力を失う。ただし、この要領に基づき交付された補助金については、第６及び第７の規定は、同日以降もなおその効力を有する。	
附　　則	
　１　この要領は、平成30年６月20日から施行する。	
附　　則	
　１　この要領は、平成30年12月25日から施行する。	
附　　則	
　１　この要領は、平成31年４月８日から施行する。	
附　　則	
　１　この要領は、令和元年６月17日から施行する。	
附　　則	
　１　この要領は、令和２年４月28日から施行する。	
附　　則	
　１　この要領は、令和３年４月１日から施行する。	
附　　則	
　１　この要領は、令和３年４月13日から施行する。	
附　　則	
　１　この要領は、令和３年７月８日から施行する。	
附　　則	
　１　この要領は、令和４年４月22日から施行する。	
附　　則	
　　　この要領は、令和５年４月27日から施行する。	
附　　則	
　　　この要領は、令和６年５月15日から施行する。	
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別紙１－１　【略】
別紙１－１－１～別紙１－１－２　【略】
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第２号様式　【略】
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第４号様式～第10号様式　【略】
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（１）～（３）　【略】
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「削除」














第14号様式～第18号様式　【略】




















	高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領
第１　「略」
第２　補助事業の要件(県要綱別表第１の事業区分のうち、３の事業に該当）	
　　　県要綱第５条第１項第９号の県内に木材加工施設を有する事業者等とは、原木を加工する施設（製材工場、集成材用ラミナ製造施設、木質バイオマス発電所や燃焼施設およびそれらの施設に供給するチップ工場等）又は原木を取りまとめ供給する者（原木市場、高知県森林組合連合会、高知県素材生産業協同組合連合等）をいう。
第３　事業計画の作成
１　事業計画書	
　　（１）事業計画書	
　　　　県要綱別表第１に定める事業区分のうち、１から３の事業を実施しようとする補助事業者の長は、別記第１号様式による高知県高性能林業機械等整備事業計画書（以下「事業計画書」という。）を、所長を経由して知事に提出しなければならない。
　　　なお、県要綱別表第１の事業区分のうち１、２の補助事業者の長は、事業主体と十分な調整を図り、事業の利害関係者並びに受益範囲の林業関係団体及び関係行政機関等の意見を聴取したうえで提出するものとする。
　　　　また、県要綱別表第１の事業区分のうち１の事業の場合は、①及び②の資料を、２の事業の場合は②のうちオ以外の資料を添付のうえ提出するものとする。	
　　　①費用対効果分析報告書（別記第２号様式）	
　　　②共通基礎資料	
　　　　ア　事業費の積算基礎（設計書、カタログ、見積書等）	
　　　　イ　事業主体の規約（定款）	
　　　　ウ　施設等の管理運営規程	
　　　　エ　機種選定の基礎、理由（特定機種を導入する場合）	
　　　　オ　費用対効果分析報告書の基礎（収支・利用・生産計画、原価計算を含むこと。
　　　　カ　収支及び利用の実績（財務諸表（貸借対照表、損益計算書等）を含む決算報告書等）	
　　　　キ　アからキまでに揚げるもののほか、必要な資料	
　　（２）～（３）　【略】
２　【略】
第４　実施設計
１～３　【略】
第５　事業の実施
１～３　【略】
４　市町村以外の事業主体が締結する契約（林業機械のレンタル）
【略】
 　（１）入札及び契約	
　　　入札及び契約にあたっては競争性公平性を確保して実施する事とし、第５の２の（１）から（３）を参考に実施すること。なお、次のアからキまでに該当する場合には２人以上のものから見積書を徴収し、随意契約により契約できるものとする。ただし、計画額が３０万円を超えないときは単独の見積もりでも可とする。
　　ア～キ　【略】
５　事業主体が締結した契約書の提出	
　　　　県要綱の別表第１の事業区分のうち１及び２の事業の場合は、事業主体の長は、契約を締結したときは遅滞なく入札・見積記録（別記第５－２号様式）を作成し、請負等契約書の写しを添えて補助事業者の長に提出するものとする。
６～９　【略】
第６　補助事業者及び県の事業実施上の指導監督と検査
１　【略】
２　検　査
（１）　【略】
（２）検査方法	
　　　補助事業者の長又は所長から命じられた検査員は、第５の９の(1) の報告書類等に基づき、事業の成果物、経理事務の状況、補助事業に係る規定に基づく事務手続き等について検査を行い、県要綱別表第１の事業区分１及び２の事業については検査内容一覧表（別記第10号様式）を作成するものとする。	
（３）手戻り工事の負担額
　　　工事の完成前（施行中）に、一度実施した工事が天災その他の不可抗力により被災し、再度工事を実施する時の、その被害額のうち事業主体の負担となる額については、「林道施設災害復旧事業取扱要領（昭和34年７月30日付け34林野指第5683号林野庁長官通達）」６の(４) に準じるものとする。
第７　利用効果	
　１　達成状況調査報告	
　　　（１）定期報告	
　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１及び２の事業の事業の場合は、補助事業者の長は、事業を実施した年度から目標年度における計画の達成状況を調査し、達成状況調査報告書（別記第11号様式）により、その結果を所長に報告するものとする。報告を受けた所長は、所定の様式により当該結果の分析・評価を行うとともに事業の課題及び今後の対応等を整理して、各調査年度の翌年度の指定の期日までに知事に報告するものとする。
①　林業・木材産業成長産業化促進対策交付金に係るもの　　･･･7月末日
　　②　合板・製材・集成材国際競争力強化・輸出促進対策交付金に係るもの･･･5月末日
【新設】
（２）　【略】
２　利用効果調査	
　　　（１）（目標年度経過後の調査）　【略】
（２）（再造林に関する調査）	
県要綱の別表第１の事業区分のうち３の事業のうち再造林を行うことを条件に事業を行った場合は、再造林面積について、別記第13号様式により、再造林の完了した翌年度の５月31日までに所長を経由して、知事に報告しなければならない。
３　【略】
４　施設等の利用及び経営の改善	
　　（１）事業主体の利用効果の達成	
　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１の事業の場合は、事業実施主体の長は、整備した施設のうち事業計画において個々に設定した指標の目標値の達成状況が次のとおり低調である場合は、中小企業診断士（中小企業支援法（昭和38年法律第147号）第11条第１項の規定による登録を受けた者をいう。）等による経営指導並びに達成状況が低調な要因、推進体制及び施設の利用計画の見直し等目標の達成に向けた方策を内容とする改善計画を作成（以下、このことを「改善措置｣という。）し達成状況調査報告書にあわせて提出しなければならない。
　　　　ただし、自然災害や社会的・経済的事情の著しい変化等、事業実施主体の責に帰することの出来ない予測不能な事態によるものを除く。	
　　　①目標年度までの期間において、目標値の達成率が単年度で50ﾊﾟｰｾﾝﾄ未満の場合
　　　②目標年度までの期間において、目標値の達成率が3年間連続して70ﾊﾟｰｾﾝﾄ未満の場合
　　　③目標年度において目標値の達成率が70ﾊﾟｰｾﾝﾄ未満である場合"
　　（２）補助事業者及び県の経営管理指導	
　　　　県要綱別表第１の事業区分のうち１の事業の場合は、補助事業者及び県は、事業主体の長からの報告等により施設の利用状況及び収支状況を把握し、適切かつ具体的な経営指導及び助言等を行うものとする。
　　　  なお、改善措置を実施してもなお、目標の達成率が50ﾊﾟｰｾﾝﾄ未満となった場合には、事業の中止又は条件を付した事業の継続等の検討を行うものとする。
　　　　検討の結果、必要に応じて、事業の継続についての合理的な理由の有無につき審査し、理由がないと認められるときは、事業実施主体に対して補助金の全部又は一部の返還を求めることができるものとする。



（３）　【略】
第８　施設の管理運営
１～５　【略】
第９　【略】

附　　則	
　１　この要領は、平成30年４月５日から施行する。	
　２　この要領は、令和６年５月31日限りその効力を失う。ただし、この要領に基づき交付された補助金については、第７及び第８の規定は、同日以降もなおその効力を有する。	
附　　則	
　１　この要領は、平成30年６月20日から施行する。	
附　　則	
　１　この要領は、平成30年12月25日から施行する。	
附　　則	
　１　この要領は、平成31年４月８日から施行する。	
附　　則	
　１　この要領は、令和元年６月17日から施行する。	
附　　則	
　１　この要領は、令和２年４月28日から施行する。	
附　　則	
　１　この要領は、令和３年４月１日から施行する。	
附　　則
１　この要領は、令和３年４月13日から施行する。	
附　　則	
　１　この要領は、令和３年７月８日から施行する。	
附　　則	
　１　この要領は、令和４年４月22日から施行する。
附　　則	
　　　この要領は、令和５年４月27日から施行する。	
【新設】
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別紙１－１　【略】
別紙１－１－１～別紙１－１－２　【略】
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【新設】




























第２号様式　【略】
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第４号様式～第10号様式　【略】
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（１）～（３）　【略】








【新設】
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第14号様式～第18号様式　【略】
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第11号様式

第11号様式

第　　　　　　号　

第　　　　　　号　

年　   月 　  日　

年　   月 　  日　

　　　　　林業（振興）事務所長　様

　　　　　林業（振興）事務所長　様

補助事業者名                　

補助事業者名                　

※要領第６

 

の１の（１）の①及び②

 

については別記第１２－１

 

号様式

※要領第７

 

の１については別記第１２

 

号様式

　要領第６の１の（１）の③については別記第１２－２号様式

 

　要領第７の２の（１）については別記第１３－１

 

号様式

　要領第６

 

の２については別記第１

 

３

 

号様式

　要領第７の２の（２）については別記第１３－２号様式

 

　及び添付資料を添えてください。

　及び添付資料を添えてください。新旧

高知県高性能林業機械等整備事業費補助金に係る達成状況調査（利用効果調査）報告書

　高知県高性能林業機械等整備事業費補助金事務取扱要領第６

 

の規定により、別紙のとお

り報告します。
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第12号－１

 

様式

第12号様式　(1) -1　実績及び達成率　(1) -1　実績及び達成率新旧

高知県高性能林業機械等整備事業達成状況調査報告書

補助事業者名 調査年度 　　　　年度（　　年目）

事業完了年度 目標年度
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別紙12－２

 

　新規参入者への導入等支援　

 

　　　１　実績

 

（注）１　本表は、事業完了年度から目標年度まで記入してください。

 

　　　２　計画の「現状値」欄及び「数量」欄は、事業計画の内容を記入してください。

 

　　　３　「達成率」欄は、各年の実績／目標値を記入してください。（小数点以下第１位を四捨五入し、単位止めとしてください。）

 

　　２ 総合評価

 

①補助事業者(事業主体)の評価及び今後の課題とその解決策

 

　　以下は、林業（振興）事務所において記入してください。

 

②林業（振興）事務所の評価及び今後の課題とその解決策

 

事業主体名

 

機種名

 

導入年度

 

１年目

 

２年目

 

３年目

 

４年目

 

目標年度

 

（　年度）

 

（　年度）

 

（　年度）

 

（　年度）

 

（　年度）

 

（　年度）

 

数量

 

達成率

 

数量

 

達成率

 

数量

 

達成率

 

数量

 

達成率

 

数量

 

達成率

 

数量

 

達成率

 

従業員数

 

現場作業員（人）

 

生産量（m3）

 

うち県内出荷

 

生産性（m3/人日）

 

従業員数

 

現場作業員（人）

 

生産量（m3）

 

うち県内出荷

 

生産性（m3/人日）

 

　事業主体ごとに事業評価を分析したうえでその評価について記載するとともに、事業実施上明らかとなった今後の課題とその解決策を記入すること。

 

事業主体

 

本事業の分析とその評価

 

今後の課題とその解決策

 

（注）単年度目標に対して80%未満となった年度においては、その要因及び目標の達成に向けた取り組みを必ず記載すること。

 

事業主体

 

本事業の分析とその評価

 

今後の課題とその解決策

 

（注）単年度目標に対して80%未満となった年度においては、その要因及び目標の達成に向けた取り組みを必ず記載すること。

 

内容

 

指標

 

現状値

 

計

 

県内への

 

供給割合

 

備考

 

計画

 

素材生産量

 

実績

 

素材生産量

 


image8.emf
第1



3



号様式

第1



3-1

 

号様式

１　施設の利用状況

１　施設の利用状況

（　年度） （　年度）

合　計

合　計新旧

利用効果調査表

利用効果調査表

補助事業者名

報　告　年　度

（注）１　この表は、事業区分、事業主体ごと作成してください。

　　　２　「目標」欄は、事業計画書の利用計画等に記入している「将来」の事業量を転記し、その上段に素材生産量、製材加工量等の目標とす

　　　　る項目を記入してください。

　　　　　なお、実績が、著しく低迷（目標に対して半分以下の場合。）した場合は、その対処方針を「備考」欄又は別紙に記入してください。

　　　３　「計画策定時事業量」欄は、事業計画書の利用計画等における「現在」又は「現状」の事業量を転記し、単位を明記してください。

　　　４　「報告年度」欄は、目標年度の翌年度から当該施設の整備完了の翌年度から起算して10年度目までの実績を事業主体の会計年度の区分

　　　　により記載（報告はそれぞれの実績の翌年度）してください。また、下段に達成率（実績／目標）を括弧書きで記入してください。

事業区分 事業主体

工種又は

施設区分

設置年度 目標

計画策定時

事　業　量

目標に係る年

度の実績

備　考
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第１号様式

第１号様式

第　　　号　

第　　　号　

年　月　日　

年　月　日　

　高知県知事　　　　　　　　　様

　高知県知事　　　　　　　　　様

補助事業者の長　　　

補助事業者の長　　　

県要綱別表第１の事業区分のうち１、２、４及び５については、別紙１－１

　※　県要綱別表第１の事業区分のうち１、２、４及び５については、別紙１－１

県要綱別表第１の事業区分のうち３については、別紙１－２

県要綱別表第１の事業区分のうち３については、別紙１－２

の事業計画書及び添付資料を添えてください。

の事業計画書及び添付資料を添えてください。

旧

高知県高性能林業機械等整備事業事業計画書

　高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領第３

 

の１の規定に基づき、事業計画書を

提出します。
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別紙１－２

別紙１－２

　



新規参入者への導入等支援

 

　林業機械のレンタル

 

　　　１　利用計画

　　　１　利用計画

数量

（台）

（注）１　別紙１－２－１を事業主体毎に作成してください。

（間伐

 

～

 

（注）１　従業員数の現状値は、導入年度の４月時点現在の人数を記入してください。　　　２　素材生産量の現状値は、実績がない場合は「－」を、設立後３年以内の場合はその平均数量を記入してください。

（注）１　広域活動団体が補助事業者の場合は、レンタル機械を使用する事業体名を「事業主体」欄に記入してください。

 

　　　３　「計画」欄は、導入の翌年度から目標年度までの計画量を記入してください。

　　　

 

２　「レンタル期間」欄はレンタル開始予定月日から終了予定月日を記入してください。

 

　　　

 

３　「使用日数｣欄は､実稼働日数（予定）を記入してください。

 

　　　

 

４　「素材生産量」欄は、レンタル機械を使用して実施する搬出間伐及び主伐の面積・素材生産量を記入してください。

 

　　　

 

５　再造林を行う場合は、再造林の有無の欄に「有」と記入し、再造林の時期の欄に再造林を行う予定時期を記入してください。

 

　　　

 

６　ジョイントにより素材生産を行なう場合は､ジョイントの相手先を備考欄に記入してください。

 

　　　

 

７　レンタル機械を使用する施業地の図面（５万分の１又は２万５千分の１位置図及び５千分の１施業図）を添付してください。

 

　　　　　

 

また、再造林を行う場合はその旨図示してください。

 

２　機械保有台数等

 

３　作業システム（機械の組み合わせ）

 

（注）　１　レンタル機械と組み合わせる機械名を記入してください。（例）チェンソー、スイングヤーダ、ハーベスタ、フォワ-ダ等

 

　　　　２　作業道開設、土場積込み等に使用する場合は、空欄に記入してください。

 

新

事業費の内訳

事業主体 機種名 規格等

補助金 市町村費 負担金

区　分

 

レンタル期間

 

レンタル

 

使用日数

 

再造林の

 

再造林の時期

 

備考

 

日数（日）

 

（日）

 

面積

 

材積

 

有無

 

/皆伐）

 

（ha)

 

（m3)

 

うち県内出荷

 

月　　日

 

月　　日

 

年　月～　月

 

事業主体

 

プロセッサ

 

ハーベスタ

 

スイングヤーダ

 

フォワーダ

 

ウインチ付きグラップル

 

バックホウ

 

事業主体

 

使用機械

 

伐木

 

集材

 

造材

 

小運搬

 

事業費 補助対象経費

(消費税含む） (A+B+C） (A） (B） (C）

素材生産量
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第３号様式

第３号様式

高知県知事 　　様

高知県知事 　　様

所　　　　長

所　　　　長新

第　　　　　 号

年　　月　　日

高知県高性能林業機械等整備事業費補助金に係る事業（変更）計画の提出について(副申）

　 高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領第３



の１の規定に基づき事業（変更）計画書を下記の意見を付して提出し

ます。

記

事業区分 補助事業者名 補助金額

採択（又は変更）に関する

意見

（注）　事業実施計画書を添えてください。
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第11号様式

第11号様式

第　　　　　　号　

第　　　　　　号　

年　   月 　  日　

年　   月 　  日　

　　　　　林業（振興）事務所長　様

　　　　　林業（振興）事務所長　様

補助事業者名                　

補助事業者名                　

※要領第６

 

の１の（１）の①及び②

 

については別記第１２－１

 

号様式

※要領第７

 

の１については別記第１２

 

号様式

　要領第６の１の（１）の③については別記第１２－２号様式

 

　要領第７の２の（１）については別記第１３－１

 

号様式

　要領第６

 

の２については別記第１

 

３

 

号様式

　要領第７の２の（２）については別記第１３－２号様式

 

　及び添付資料を添えてください。

　及び添付資料を添えてください。

旧

高知県高性能林業機械等整備事業費補助金に係る達成状況調査（利用効果調査）報告書

　高知県高性能林業機械等整備事業費補助金事務取扱要領第７

 

の規定により、別紙のとお

り報告します。
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第1



2－１

 

号様式

第1



2



号様式

　(1) -1　実績及び達成率　(1) -1　実績及び達成率現状値目標値旧

高知県高性能林業機械等整備事業達成状況調査報告書

補助事業者名 調査年度 　　　　年度（　　年目）

事業完了年度 目標年度

実施年度の報告１年目の報告２年目の報告３年目の報告４年目の報告目標年度の報告事業区分事業主体工種又は施設区分指標備考


image14.emf
第1



3



号様式

第1



3-1

 

号様式

１　施設の利用状況

１　施設の利用状況

（　年度） （　年度）

合　計

合　計

旧

利用効果調査表

補助事業者名

報　告　年　度

（注）１　この表は、事業区分、事業主体ごと作成してください。

　　　２　「目標」欄は、事業計画書の利用計画等に記入している「将来」の事業量を転記し、その上段に素材生産量、製材加工量等の目標とす

　　　　る項目を記入してください。

　　　　　なお、実績が、著しく低迷（目標に対して半分以下の場合。）した場合は、その対処方針を「備考」欄又は別紙に記入してください。

　　　３　「計画策定時事業量」欄は、事業計画書の利用計画等における「現在」又は「現状」の事業量を転記し、単位を明記してください。

　　　４　「報告年度」欄は、目標年度の翌年度から当該施設の整備完了の翌年度から起算して10年度目までの実績を事業主体の会計年度の区分

　　　　により記載（報告はそれぞれの実績の翌年度）してください。また、下段に達成率（実績／目標）を括弧書きで記入してください。

事業区分 事業主体

工種又は

施設区分

設置年度 目標

計画策定時

事　業　量

目標に係る年

度の実績

備　考
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第13-2

 

号様式

 

　　　１　利用実績

 

数量

 

（台）

 

～

 

～

 

※再造林の面積は樹種毎に記載すること。

 

※再造林の面積が分かる資料（図面等）及び写真を添付すること。

 

高知県高性能林業機械等整備事業(林業機械のレンタル）利用状況調査表

 

事業主体

 

調査年度

 

　　　　年度

 

事業年度

 

　　　年度

 

機種名

 

規格等

 

レンタル期間

 

皆伐面積

 

再造林実施期間

 

再造林

 

再造林

 

備考

 

（ha）

 

の樹種

 

の面積

 

（ha）

 

月　　日

 

月　　日

 

月　　日

 

月　　日

 


image1.emf
第１号様式

第１号様式

第　　　号　

第　　　号　

年　月　日　

年　月　日　

　高知県知事　　　　　　　　　様

　高知県知事　　　　　　　　　様

補助事業者の長　　　

補助事業者の長　　　

　※　県要綱別表第１の事業区分のうち１、２、４及び５については、別紙１－１

　※　県要綱別表第１の事業区分のうち１、２、４及び５については、別紙１－１

県要綱別表第１の事業区分のうち３については、別紙１－２

県要綱別表第１の事業区分のうち３については、別紙１－２

の事業計画書及び添付資料を添えてください。

の事業計画書及び添付資料を添えてください。新旧

高知県高性能林業機械等整備事業事業計画書

高知県高性能林業機械等整備事業事業計画書

　高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領第２

 

の１の規定に基づき、事業計画書を

提出します。

　高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領第３

 

の１の規定に基づき、事業計画書を提出します。
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別紙１－２

　新規参入者への導入等支援

 

　　　１　利用計画

数量

（台）

（注）１　中古機械を導入する場合は、別紙１－２－１を事業主体毎に作成してください。

（注）１　従業員数の現状値は、導入年度の４月１日現在の人数を記入してください。

 

　　　２　素材生産量の現状値は、前年度実績を記入し、実績がない場合は「－」を記入してください。

 

　　　３　「計画」欄は、導入の翌年度から目標年度までの計画量を記入してください。

 

事業費の内訳

事業主体 機種名 規格等

補助金 市町村費 負担金

計画

導入年度 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 目標年度

（　年度）（　年度）（　年度）（　年度）（　年度）（　年度）

従業員数

現場作業員（人）

生産量（m3）

うち県内供給

県内供給割合

　　　４　従業員数の目標については、目標年度までに増加するよう計画し記入してください。

 

　　　6　生産された木材は、半数以上を県内に供給することとしてください。なお、県内供給には、原木市場、製材工場及びバイオマス発電所を含みます。

 

　　　　　また、県内への供給割合の記載は、小数点以下第１位を四捨五入し、単位止めとしてください。

 

事業費 補助対象経費

(消費税含む） (A+B+C） (A） (B） (C）

内容

指標 現状値 計 備考

素材生産量

　　　５　素材生産量の目標は、原則として民間事業者名簿への登録申請の際に計画した目標値以上となるように計画しその増加量等を備考欄へ記載し

 

　　　　てください。
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別紙１－２－１

 

高知県知事　　　　　　　　　　様

 

１　導入機械名

 

２　規格（諸元）等

 

補助事業者の長

 

住　所

 

氏　名

 

確　　　　　約　　　　　書

 

記

 

令和　　年　　月　　日　　　　　

 

　高知県高性能林業機械等整備事業（新規参入者への導入等支援）において導入する中古機

 

械等を利用するに当たり、既存機械が故障等により稼動が困難になった場合には、自力によ

 

り修理し、又は更新して、目標年度又は５年以上若しくは当事業により導入した機械施設の

 

処分制限期間（耐用年数）の何れか長い期間までの稼動を確約します。
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第３号様式

第３号様式

高知県知事 　　様

高知県知事 　　様

所　　　　長

所　　　　長

旧

第　　　　　 号

年　　月　　日

高知県高性能林業機械等整備事業費補助金に係る事業（変更）計画の提出について(副申）

　 高知県高性能林業機械等整備事業事務取扱要領第２



の１の規定に基づき事業（変更）計画書を下記の意見を付して提出し

ます。

記

事業区分 補助事業者名 補助金額

採択（又は変更）に関する

意見

（注）　事業実施計画書を添えてください。


